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第３期半田市子ども・子育て支援事業計画（案）のパブリックコメント手続の結果について 

 

１．第３期半田市子ども・子育て支援事業計画（案）のパブリックコメント手続の結果について 

（１）意見募集期間 

令和６年１２月１日(日)～令和７年１月５日(日) 

 

（２）意見数 

  ６通 12 件 

 

（３）提出された意見の概要及び市の考え方 

 「第２章 現状と課題」について 

№ 意見概要 市の考え方 

1 「第２章６（２）教育・保育 アンケート調査より（p58）」の

中で、「３歳未満の小さいこどもがいる家庭で潜在的に認可保

育園、認定こども園といった保育サービスを受けたいという

意向が見受けられます。」とあります。 

「課題」として、 「３歳未満のこどもがいる家庭に対する

日常的な保育サービスの提供が求められます。」と記載され

ているが、このニーズの量や内容、重要性を把握するための

手立てについては記載がありません。課題をクリアするため

に具体的にどうすべきか記載すべきではないでしょうか。 

ニーズの量は本件計画、４章 教育・保育の提供体制（１・

２号認定）・（３号認定）①量の見込みで示されています。

また、本市の質の高い教育・保育の提供と施設環境の充

実・整備を図ることを目的として策定した「半田市保育園

等公民連携更新計画」において、市立保育園・幼稚園の計

画的な更新を示しており、民営化等により、高まりが予想

される低年齢児の定員拡大を進めていきます。 

 

  

資料１
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「第３章 計画の基本的な方針」について 

№ 意見概要 市の考え方 

2 第３章３．施策の体系 「質の高い幼児教育・保育の提供」の

取組内容「０～２歳児の第二子以降保育料無償化」（p62）につ

いて、「所得や出生順位に関わらず０～２歳児の第一子以降の

保育料無償化」に変更を希望します。 

愛知県内では既に小牧市が、認可保育施設に通う全ての子ど

もの保育料を、所得や出生順位に関わらず無償としており、

実現性が低い施策ではないと思います。少子化が進み夫婦の

共働きも増えてきている状況で、第一子を産むことすら躊躇

う時代になっている中、「第二子以降保育料無償化」のみを

謳うのは、将来的な少子化対策として不十分であると思いま

す。無償化は直接的な少子化対策に繋がらないという議論

や、まずは保育の質を高めるという議論の重要性は理解しつ

つも、初めての出産・育児に奮闘している保護者の経済的な

負担の軽減のため、ぜひ計画への反映、無償化または保育料

の減額に向けた施策の検討をお願いします。 

現在半田市では、ご指摘にもありましたとおり、保育料の負担

軽減を進めており、他自治体に先行して令和６年４月より第２

子無償化を実施しました。また、低年齢児の待機児童対策とし

て、令和７年４月より低年齢児の定員を拡大して市立高根保育

園が民営化されます。しかしながら、低年齢児の保育ニーズは

依然として高く、令和７年度においても、低年齢児で待機児童

が生じることが予想されます。そのため、緊急で、令和７年度

中に低年齢児の保育を開始する小規模保育事業者の公募を行

い、更なる待機児童対策に取り組んでいるところです。  

保護者の経済的な負担の軽減の重要性は十分に理解します

が、現在は待機児童対策に重点をおいた施策を展開してお

り、現時点ではさらなる保育料軽減の施策を実施する予定は

ありません。 

 

「第４章 施策の展開」について 

№ 意見概要 市の考え方 

3 第４章にて、量の見込みを推計していますが、やむなく育休

退園させられているケースがあります。そのような人数を

「量の見込み」に計上して算出するべきだと思います。 

「量の見込」は国から示された考え方に基づき、令和５年１

２月に実施したニーズ調査から算出しています。特別な加算

を行う考えはありません。 
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4 第４章２（４）提供区域の設定（p76）について、「教育・保育

提供区域については、保護者やこどもが居宅に近い場所で、質

の高い教育・保育及び子育て支援の提供を受けることができ

るよう、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現

在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための既存

施設の状況などを総合的に勘案して、中学校区を区域とする

５区域に設定します。」とありますが、「中学校区における確保

が困難な場合は、地域における広域的な提供体制を確保しま

す。」（p77）とも記載があります。利便性等を考えると学区(地

区)毎に整備を進める方針にするべきです。 

第４章２（４）提供区域の設定（p76）について、「教育・保育

提供区域については、保護者やこどもが居宅に近い場所で、質

の高い教育・保育及び子育て支援の提供を受けることができ

るよう、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現

在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための既存

施設の状況などを総合的に勘案して、中学校区を区域とする

５区域に設定します。」、また、（p77）「中学校区における確保

が困難な場合は、地域における広域的な提供体制を確保しま

す。」と記載しています。 

保育園、こども園の利用者の多くは車による通園をしており、

保護者の通勤途上等、居住の学区に拘らず通園される方も多

くみえます。そのため、中学校区単位での体制整備を進め、市

全域の広域的な提供体制確保に努めます。 

5 第４章 ８．子どもに関する専門的な知識及び技術を要する

支援に関する施策 （２）障がい児施策の充実等 を読みまし

た。 

「小中学校、特別支援学校、幼稚園、保育園などにおいては、

保護者の障がい受容やその後の円滑な支援につながるよう、

子どもを直接支援する教諭や保育士に障がいに関する知識や

各種支援施策の理解を深めてもらう機会を提供しています。」

とありますが、機会を提供するだけでは、『発達障害』につい

て知識がなかったころの教員が発言力を持っているような学

校では理解や支援は進まないと思いますし、若い教員であっ

ても業務で手いっぱいであったりそういう心がけが育ってい

なければ、支援につながりません。 

子育てやこどもの将来への不安をできるだけ少なくし、こど

各種研修をはじめとした、障がい理解に関する機会の提供は

もちろんですが、本市では市内保育園等、小学校、中学校、高

等学校、特別支援学校の教員と関係機関で、支援体制の報告・

共有を行うとともに、保護者の意向に応じて個々の児童生徒

の情報を進学先や進路先へ引き継ぎ、円滑な支援につなげる

等、横の連携や、学校種別を超えた連携についても取組みを進

めております。 

これらの施策については、本計画に関連する個別計画である

半田市教育振興基本計画（学校教育 HANDA プラン）や、半田市

障がい児福祉計画において記載しておりますので、本計画へ

の記載は行いませんが、所属や支援者により支援の内容や質

に差異が生じないよう、より一層、関連機関との密接な情報共

有に努めてまいります。 
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もが未来への希望を持てるような市になるために、『学校や担

任教員によって理解や支援が異なることがないよう』、機会を

提供するだけではなく、定期的に報告会や情報共有を行う等

の具体的な施策の計画をお願いしたいです。 

なお、特別支援教育に係る教員の資質向上については、第３期

愛知県特別支援教育推進計画においても示されており、引き

続き多様な学びの場における支援・指導の充実に努めてまい

ります。 

 

その他 

№ 意見概要 市の考え方 

6 先日、乙川東小学校新校舎設立に向けての意見交換会に参加

し、ひらかれた学校、市民の利用を活発にしたいという市の意

向を受け取りました。 

そこで、小学校校舎の放課後利用について、各種習い事が受け

られるようにしてほしいです。 

放課後の空き教室で各種習い事が受けられることで、児童、

保護者、習い事主催者、市それぞれにメリットがありますの

で検討してください。 

小学校の更新等に合わせて、小学校施設内に放課後児童クラ

ブ（学童保育）、放課後ひろばの２施設を整備する予定です。 

放課後ひろばについては、授業終了後に児童が自由に過ごせ

る施設とします。開設にあたっては、運営を民間事業者に委託

し、また、地元のボランティアスタッフの協力により放課後子

ども教室を定期開催します。乙川東小学校では、これまでも

「乙東っ子クラブ」として、児童に様々な遊びや交流活動を提

供してきましたが、引き続き活動を行っていくことを考えて

おります。児童の自主活動、異年齢、多世代交流を事業の軸と

考えていることから、限られたスペースのなかで、学校内に各

種習い事を実施する予定はありません。 

放課後ひろばについては、利用者や市民のみなさまの意見を

参考にしながら、児童にとって安心できるより良い居場所と

していきたいと考えておりますのでご理解ください。 

7 働く母親の応援としてこどもの居場所を作ることは、こども

にとっては、同時に母親と過ごす時間が減少することを意味

します。特に低学年の児童にとってこれが良いことなのか、深

く考える必要があるのではないでしょうか。 

近年、仕事と子育てを両立する世帯は増加しており、その背景

には、時代や社会の変化により、就業意識の変化、価値観の多

様化、また様々な理由で働きながら子育てをしている家庭が

あります。 
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また、核家族化や地域とのつながりの希薄化等により、子育て

をする親の負担は増加しており、子育て世帯のニーズを踏ま

えるなど様々なケースを想定し、支援体制を整備することは

重要であると考えております。 

なお、小学校内に整備を予定している「児童の居場所」の「放

課後ひろば」については、利用者の意志で自由に利用できる施

設として開設します。 

8 子どもの居場所づくりについて、箱物をつくり、集団で子ども

を「看る」という効率化の思想により、子どもが「社会」に生

まれてきたという事実が抜け落ちてしまうと感じる。子ども

を社会から隔離する居場所ではなく、社会における活動の場

を考えるべきではないか。子どもの「移動の自由」を制限する

かわりに、保護者の「安心」を得るための居場所ではなく、子

どもの自主・自由が考慮される居場所をつくってほしい。 

こどもは家庭を基盤とし、地域や学校など様々な場所におい

て、安全・安心な環境の下様々な大人や同年齢・異年齢のこど

も同士との関わりの中で成長していきます。時代の流れのな

かで、こどもたちを取り巻く社会環境等の変化に伴い、こども

たちが安全に遊べる場所、安心して過ごせる場所が少なくな

っています。本市では現在、小学校の建替え等に併せて児童の

居場所を整備しているところです。放課後ひろばは、利用者が

自由に来所し、自主的にその日の過ごし方を決める施設です。

運営にあたっては、利用者の声を聞きながら、こどもの視点に

立ったより良い居場所となるよう努めてまいります。また、地

域の方々のご協力により、地域のニーズや特性を踏まえた交

流の場としていきたいと考えております。 

こどもの自由を尊重しつつ、こどもの健全な成長を願う保護

者のみなさまが安心できる環境を整える観点で事業を展開し

てまいります。 

9 令和４年秋の議会にて「保育制度の改善と充実」として育休退

園についての質問がなされており、ニーズを探るために園ア

ンケートによって保護者の意見を聞くことを検討すると回答

がありましたが、実施されていないようです。育休退園を廃止

在園児の保護者に対して育児休業取得による退園制度に関す

るアンケートは令和５年２月に実施しております。アンケー

ト結果では、この制度に反対する意見がある一方で、待機児童

解消のために退園した方が良いといった意見もございまし



6 
 

するため事業計画などに盛り込むべきです。 た。 

本市では、３歳以上児については、小学校就学前のお子様の発

達上、環境の変化に留意する必要があると考え、育児休業取得

中であっても、保育園等の入所を可能としています。 

３歳未満児については、育児休業を取得された場合、保育園等

を退園していただき、就労など、より保育が必要な方の入所を

優先しています。この措置は、保育園等に預けたくても預けら

れずに待機していただいている方がいる現状を踏まえたもの

です。 

現状制度へのご理解をお願いいたします。 

10 児童・生徒に助言を行うスクールカウンセラーの存在は教師

や両親と同じくらい重要であり、人員を増やす必要があるの

ではないか。 

各学校にはスクールカウンセラーに加え、児童・生徒に対する

教育的支援を行う教育相談員や、社会的・福祉的支援を行うス

クールソーシャルワーカー、気軽な相談相手となる心の教室

相談員など多種多様な支援員等を配置又は派遣し、相談支援

の充実に努めているところです。 

ご提案いただきましたスクールカウンセラーの増員について

は、上記支援員等の配置又は派遣の状況等も考え合わせなが

ら、相談支援のニーズを見極め、適切に対応してまいります。 

11 不登校について、登校することが是で、不登校が否であるとい

うことではなく、学校以外の場所もこどもたちの居場所であ

り、いかに登校させるかという視点ではなく、なぜ不登校にな

るような環境が作られたか、という不登校の根源に考えを及

ぼすような施策が必要ではないでしょうか。 

いただいたご意見のとおりであり、不登校等の課題を抱える

児童生徒に対する相談支援体制の充実を図り、その課題の早

期解決に努めます。 
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12 貧困を原因とする問題について、事業委託をするだけではな

く市が主体的に取り組む必要があると考えます。 

貧困に係る問題については、その背景に様々な社会的な要因

があり、社会全体で受け止めて取り組む課題であると認識し

ており、本市においても現在、各所管課で対応しているところ

です。 

こどもの現在と将来が生まれ育った環境によって左右される

ことのないよう貧困を解消し、貧困の連鎖を断ち切るために

は、教育の支援、生活の安定に資するための支援、保護者の就

労の支援、経済的支援に努めてまいります。 

※提出された意見等は趣旨を損なわないよう要約しました。 

 

２．パブリックコメント手続後の計画内容の修正 

  提出された意見による計画の修正はありません。 


